
書式第 12号 (法第 28条関係 )

平 成 25 事 業 報 告 書

平成 25年  4月  1日 か ら  平成 26年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人環境 リスクマネジメン ト研究会

1 事業の成果
企業、業界団体、地方自治体とのネットワークを活用し、経営の重要課題である環境リスクの解決を

支援する環境リスク感性向上研修、産業廃棄物リスクセミナーなど、また、新たにBCPの環境版
「事業継続を妨げる環境 リスクとその対応」セミナーを実施し、環境リスク対応の重要性の認識と普及を

図ることができた。当会の事業は、社会・企業のニーズにマッチイングしていることを実感している。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容
施

時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人 数

事業費の

金額

(千円)

(1)環境に関れ
る人材育成教育
研修事業

環境リスク感性向上研修
(企業出前研修)

11月 、 3月

調西地区

調東地区

計5回
6名

企業環境関進
郭門、133名

551

事業継続を妨げる環境リス

クとその対応セミナー
〕月 東京地区 5名

企業管理者
23名

115

(2)環 境に関サ
る調査、研究、
普及事業

産業廃棄物リスクマネジメ
ントテキス ト執筆

1月 ～8月 東京地区 4名
売棄物処理事
業者
リト出企業

240

(3)大学、研究
機関、行政、等
とのネットワー

ク構築事業

景境リスク感性向上セミサ
1月 へ́ 12月

東京地区
計8回

4名 31名 317

童業廃棄物適正処理講習会 7月 奇玉地区 1名 200名 0

果境リスクシナリオ法セミ

ナー
)月 東京地区 1名 25名 0

果境リスク向上セミナー

果境実務者研修
1月 仲奈り|1地区 1名 10名 0

売棄物リスクマネジメント
セミナー

10月 ～2月
東京地区3回

調西地区2回
5名

廃棄物処理事
業者、リト出企

業、160名
91

(4)環境 コンサ
ルタント事業

実施はありませんでした。

(5)出版事業 実施はありませんでした

(2)その他の事業

平成 25年度は、その他の事業の実施はありませんでした。



書式第 13号 (法第 28条関係 )

平成 25年度  活動計算書

平成 25年  4月  1日 から 平成 26年  3月  31日 まで

特定非営利活動法人環境 リスクマネジメン 卜研究会

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費
2 受取寄附金
受取寄附金
3 受取助成金等
受取補助金
4 事業収益
(1),重 ;;斃段彗皇

人材育成の教育研修/

(2)環境に関する調査、研究、普及事業

(3)大学、研究機関、行政、民間企業、
NPO等 との情報交換及びネットワーク

構築事業
(4)環境コンサルティング事業

(5)出版事業

5 その他収益
受取利壇、

経常収益計
経常費用
1 事業費
(1)人件費
講師謝金
人件費計
(2)その他経費
旅費交通費
振込手数料
その他経費計
事業費計
2 管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
事務用品費
コンピュータ費
通信運搬費
会議費
旅費交通費
振込手数料
減価償却費
消耗品費
事務所費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額
経常外収益
経常外収益計
経常外費用
経常外費用計
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

665,840

910,530

1.313.900

105
60,208
1,430
34,960
62,315
1,600

2,715

はその他の



平成 25年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人環境 リスクマネジメン ト研究会

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計法 (2010年 7月 20日  20HttH月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)
によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産はありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
固定資産はありません。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当事項はありません。

(6)消費税等の会計処理
消費税の会計処理は税込方式によつています。

事業別損益の状況
(単位 :円 )

科 目
人材育成/
研修事業

調査 、研 究
普 乃事業

情報交換ネット
ワーク構築事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取利壇、
4.事業収益
5 その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
講師謝金
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
教育費
コンピュータ費
通信費
振込手数料
事務用品等
消耗品費
事務所費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

665,840 240,000 408,060 1,313,900

14,960
69

14,960
69

1,313,900

665.840 240,000 408,060 1,313,900 15.029 1.328,929

376,400 213,830 320,300 910,530 910,530

376,400 213.830 320.300 910,530 0 910.530

215,700

1,317

0

997

46,340

2,046

0

262,040

4,360

34,960
62,315

60,208
1,430

1,600

105

2,715
99,600

34,960
324,355
0

60,208
1,430

5,960
105

2,715
99.600

217,017 997 48.38C 266,400 262,933 529.333

593.417 214,827 368,686 1,176,930 262,933 1.439.863

72,423 25.173 39.374 136.97C

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳



使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等はありません。

固定資産の増減内訳

固定資産はありません。

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

|

投資その他の資産

敷金

|

合計

借入金の増減内訳
借入金はありません。

役員及びその近親者との取引の内容

該当取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにする

ために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

現金処理により、按分は行いません。

その他の事業に係る資産の状況
該当事項はありません。

計上された 近親者 との

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成25年度 貸借対照表

平成 26年  3月  31日 現在

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

資産の部

1 流動資産
現金預金

未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

負債の部

1 流動負債
未払金

流 動 負 債

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債

負  債  合

計△
口
　

計

正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

314,478

246,110

560,588

560,588

228,784

228,784

228,784

442,738

A l10,934

331,804

560.588



書式第 17号 (法第 28条関係 )

平成25年度 財産目録

平成 26年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会

(単位 :円 )

科 目 金 額

資産の部

流動資産

現金預金

手元現金

未収金

銀行普通預金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

負債の部

1 流動負債
未払金

流 動 負
固定負債

長期借入金

計

計〈
口
　

計

　

産

債

△
口
　

財

負定

　

債

　

味

固

負

　

正

314,478

246,110

560,588

560,588

228,784

228,784

228,784

331,804

上記は財産目録に相違ない

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会
理事 松本 操



書式第 18号 (法第 28条関係 )

平成 25年度 年間役員名簿
平成 25年 4月 1日 から 平成 26年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会

役 名 氏 名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた
却   間

理事 松本 操
25年4月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 石川 進一
25年4月 1日

～26年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 山田 充
25年4月 1日

～26年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 緑本 和博
25年4月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 岡野 雅通
25年4月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 氏家 啓一
25年4月 1日

～26年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日‐

理事 曽地 修一
25年4月 1日

～26年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 牟田 修
25年4月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日‐

理事 天野 輝芳
25年4月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 池屯6 善満
25年4月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 栗原 安夫
25年14月 1日

～26年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 馬坂 達男
25年4月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 関 敦夫
25年6月 1日

～26年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 栗田 典明
25年6月 1日

～26年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

監事 吉野 由利子
25年4月 1日

～26年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日



書式第 19号 (法第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

平成 26年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人環境リスクマネジメント研究会

氏   名 住 所 又 は 居 所

松本 操

2 石川 進一

3 山田 充

4 緑本 和博

5 岡野 雅通

6 氏家 啓一

″
′ 栗原 安夫

8 関 敦夫

9 栗田 典明

10 曽地 修一

牟田 修

０
４ 吉野 由利子


